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指標 項目

1 1

(1) (1)
・ 体制整備等の検討状況 ・ ・ 利用審査体制を充実・強化等し業務における専門

性を確保する観点から、公文書専門員（非常勤）か
ら常勤職員へ３名登用、また、保存、研修等業務対
応のため新たに公文書専門員を採用した。
（第２章Ｐ５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ （　） 1 （Ｄ委員）常勤職員化は評価できる。一
方、公文書管理法により質・量ともに国
際的水準の多大な業務を抱えることに
なったにもかかわらず、職員数が先進諸
外国の10分の1程度にとどまる。諸方面
と協力して抜本的な解決を図るべきであ
る。

・ 収蔵スペース確保のた
めの方策の検討状況

・ ・ つくば分館搬入口庇設置及びつくば分館書架増設
工事を実施した。
（第２章Ｐ５～６、１５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ （　） 2 （Ｄ委員）10年以上先を見越して収蔵計
画を策定をする必要がある。満架５年前
には具体的に着手するぐらいでなけれ
ば安定した収蔵は実施できない。収蔵
施設は、資料保護の観点からすれば建
設直後に使用するのは適当ではなく、一
定の期間をおくことが望ましい。

(2) (2)

ⅰ) ⅰ) ・ 各種基準等運用及び改
善に関する内閣府に対
する支援状況

・ ・

・

現行の一元的文書管理システムについて、館への
歴史公文書等の円滑な移管を確保する等の観点か
ら、改修に係る要望、提案等を行うことを通じて、内
閣府及び総務省を支援した。
平成26年度に予定されている一元的文書管理シス
テムの次期システムへの移行へ向けた総務省の取
組を次期システムに盛り込む機能等について要望、
提案等を行うことなどを通じて、内閣府と共に支援し
た。
（第３章Ｐ１７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ （　） 3 （Ａ） 2 （Ｄ委員）国立公文書館が、歴史公文書
等の円滑な移管のために、どのような専
門的知見に基づく調査分析や助言等を
行い、各種基準等を運用・改善したのか
が不明である。

・ 東日本大震災に関する
文書等の管理について
の把握状況

・ 内閣府において実施した「平成２４年度の公文書等
の管理等の状況について」の調査によって状況を把
握するとともに、復興庁が廃棄することとした文書
（保存期間が１年の行政文書ファイル３件）につい
て、復興庁に赴き確認の上、専門的技術的な助言を
行った。
（第３章Ｐ１８に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 4

ⅱ) ⅱ) ・ 歴史公文書等選別のた
めの支援等状況

・ ・

・

行政機関における歴史公文書等選別に関し、以下
のような支援を行った。
①内閣府の依頼に基づき、行政文書ファイル等の保
存期間満了時の措置（移管・廃棄）の適否等（約168
万件）について、行政機関に直接照会を行う等の検
討をし、専門的技術的助言を行った。
②内閣府の依頼に基づき、廃棄協議対象の行政文
書ファイル（約77万件）について行政機関に直接照
会を行う等の検討を行い、廃棄不同意等の意見（34
件）を申し述べた。
独立行政法人等における歴史公文書等選別に関
し、移管を申出た独立行政法人等の法人文書ファイ
ル等の実地確認、移管基準への該当性等について
の調査・照会等を行うなどの支援を行った。
（第３章Ｐ１９～２２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B B Ａ （　） 5 （  ） 3 （Ｄ委員）例えば①では約316万件の依
頼に対して約168万件について助言した
ものの、平成25年度までに満了する文
書の142万件についての助言が残務と
なったことは、その業務のあり方が適当
であるのか－精度の問題、業務の量や
位置づけの問題等－が問われる。基本
的に体制整備（１．(1)）の未整備の問題
が存在すると推測される。

ⅲ) ・ 研修会の開催状況及び
研修・施設見学会の実
施状況

・ ・

・

・

各行政機関との共催により、9機関において、府省
等別公文書管理研修を実施し、延べ775名の受講が
あった。
公文書管理に関する専門的事項の習得を目的とす
る公文書管理研修Ⅱ（2回開催、延べ322名受講）に
おいて、希望者に対して本館及びつくば分館見学を
実施し、228名の参加があった。
歴史公文書等に関する基本的事項の習得を目的と
するアーカイブズ研修Ⅰ（1回開催、146名受講）にお
いて、希望者に対して本館見学を実施し、87名の参
加があった。
（第３章Ｐ２２、８３～８５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ （　） 6 （Ｄ委員）実績は基本的に高く評価でき
るが、各研修のバランスは法の趣旨を
トータルに実現する観点から絶えず再検
討すべきであろう。一例をあげれば、基
本を学ぶアーカイブズ研修Ⅰが5日を要
するのは参加する側にとってハードルが
高すぎるのではないか。廃棄／特定歴
史公文書の管理に移行できず、公文書
が適切に管理されない例は多い。法第
34条を具現化するにはアーカイブズ研
修の初級相当研修も、一日あるいは二
日程度のものとし、広く基本知識の普及
啓発を進めるべきであろう。

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

B

D委員

Ｂ

Ａ

委員評価

           

　また、特定歴史公文書等の収蔵量の増加に伴
い、今後の受入文書の収蔵スペースを確保する
ための方策について検討を行う。

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

　歴史公文書等の移管の趣旨の徹底を図るた
め、本館・分館での研修・施設見学会のほか、
関係行政機関等に出向いての研修を実施す
る。

同上

　行政機関及び独立行政法人等における歴史
公文書等の選別等に係る適切な判断を支援す
るため、必要に応じて専門的技術的助言を行
う。

　歴史公文書等の適切な移管及び保存に向けた
行政文書の管理に関する適切な措置

（　） 1

（　） 4

分科会評価

　歴史公文書等の適切な移管及び保存に向けた
行政文書の管理に関する適切な措置

　歴史公文書等に関する各種基準やガイドライ
ン等の運用及び改善に関し、内閣府に対して専
門的知見に基づく調査分析や助言等の支援を
行う。

同上

独立行政法人国立公文書館の平成２５年度の業務実績に関する項目別評価表(案)

　公文書管理法及び国立公文書館法（平成11年
法律第79号）に基づき、歴史公文書等の適切な
保存及び利用に向けて、業務の質の向上及び効
率化が図られるよう、必要な体制の整備に取り組
む。

　国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためとるべき措
置

評　　価　　項　　目

　また、東日本大震災に関する歴史公文書等
が、公文書管理法等に基づき適切な運用が行
われているかを内閣府と協同して把握に努め
る。

　平成22年度中に、内閣府において検討・作
成される公文書管理法の運用に向けた各種
基準やガイドライン等作成に関して、専門的
知見を活用した調査分析や助言等の支援を
行う。
また、公文書管理法施行後、歴史公文書等
に関する各種ガイドラインの改善に資する調
査研究を行い、その結果を踏まえて当該ガイ
ドラインの改善への支援を行う。

評　　価　　基　　準

　体制の整備
　歴史公文書等の適切な保存及び利用に向け
て、業務の質の向上及び効率的遂行が図られる
よう、公文書管理法の施行実績を踏まえ必要な
体制整備について検討を行う。

　公文書管理法及び国立公文書館法に基づ
き、行政機関及び独立行政法人等における
歴史公文書等の選別等に関する専門的技術
的助言を積極的に行い、行政機関及び独立
行政法人等の適切な判断等を支援する。

同上

　体制の整備

　国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためとるべき措
置

資料１ 
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

・ パンフレット等の作成・
配布状況

・ ・ 公文書管理法、移管基準等について分かりやすく解
説したパンフレット「公文書の管理と移管」及び「公
文書移管関係資料集」を作成（各2,200部）した。
作成したパンフレット等を当館主催の研修会や府省
等別公文書管理研修等の教材として活用した。
また、パンフレット等を館ホームページに掲載するな
ど、より幅広い活用・周知を図った。
（第３章Ｐ２１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ） 7

ⅲ) ⅳ) ・ 行政機関に対する実地
調査の実施状況

・ ・ 内閣総理大臣からの実地調査の委任はなかった。 ― ― ― ― ― ― ―  ー  8  ー  5

ⅳ) ⅴ) ・ 中間書庫業務の実施状
況

・ ・ 平成25年9月に書架の増設を行い、収容能力の増
加を図った。
平成25年1月及び7月に行った中間書庫業務委託意
向調査の結果、5月及び9月に内閣官房、内閣法制
局、内閣府、総務省、厚生労働省から合計3,853冊
を新たに受託した。平成25年度末の委託機関数・受
託文書数は5機関8,934冊となった。
今後の中間書庫の在り方の検討を開始し、平成27
年度以降の中間書庫の実施場所について、霞ヶ関
近郊のほか郊外も対象に含めて検討を行った。
（第３章Ｐ５１～５３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ B Ａ （　） 9 （　） 6 （Ｄ委員）中間書庫については、移管予
定文書を確実に保存することのほか、
散逸の恐れの高い府省の枠を超えたプ
ロジェクトチームの文書（「行政文書の管
理に関するガイドライン」）をも収蔵対象
としているが、そのような働きかけがなさ
れたか、またその実績があるのかが不
明である。

（Ｅ委員）館として努力しておられることを
評価した。しかし、本来はすべての省の
一定期間の資料が中間書庫に集まって
いるのが望ましい。省の縦割りに横串を
通す制度は内閣府にしかつくれない。中
間書庫のメリットを明確にして全省庁を
説得するか、メリットがないならプログラ
ムを中止するか、内閣府に、より合理的
な政策判断を求めたい。

(3) (3)

① ①
ⅰ) ⅰ) ・ 受入れ状況 ・ ・

・

・

平成25年度の受入れについては、前年度より移管
対象文書の確認や搬送作業準備等の作業を計画
的に行い、平成25年4月に受入れた。一部の行政機
関においてはレコードスケジュールが確定するまで
に時間を要したことから、最終の受入れは9月となっ
た。
受け入れた行政文書（平成24年度保存期間満了
分）は、13，517冊（電子公文書を含む）となった。
平成26年度の受入れ（平成25年度保存期間満了文
書の移管）を計画的かつ適切に実施するため、以下
のとおり実施。
  歴史公文書等の移管に関する事務連絡会議（12
月17日）を開催。
　平成25年度末までに保存期間が満了し、平成26
年4月に移管することになる行政文書ファイル等に
ついて、平成26年4月14日までに通知するよう、新た
に国立公文書館長から行政機関の官房長又は総括
文書管理者に依頼（平成26年1月23日）。
　平成26年度の受入れに係る移管対象文書の確
認、搬送準備等の作業を実施。
（第３章Ｐ２４～２５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）10 （Ａ） 7

ⅱ) ⅱ) ・ 受入れ状況 ・ ・ 平成25年度においては、平成24年度に実施した法
人文書ファイル等の移管に関する意向調査等に基
づき、３法人からの法人文書（平成24年度保存期間
満了分）8,528冊を、9月から10月に受け入れた。
（第３章Ｐ２５～２６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）11 （Ａ） 8

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

 

  

　  

　歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の
措置

同上

同上

　平成22年度中に館における中間書庫業務
の実施について具体的な検討を行い、その
結果を、公文書管理法施行後に活用する。

　公文書管理法第9条第4項に基づき内閣総
理大臣からの委任があった場合には、同項
に基づく行政機関に対する実地調査を適切
に実施する。

　行政機関からの委託を受けて、中間書庫業
務を適切に実施する。

　行政機関からの歴史公文書等の受入れ
を、計画的かつ適切に実施する。

　内閣総理大臣からの委任があった場合には、
行政機関に対する実地調査を適切に実施す
る。

受入れのための適切な措置

　歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の
措置

受入れのための適切な措置

　また、移管基準や公文書管理法等について
解説したパンフレット等の作成・配布を行い、移
管についての理解の浸透を図る。

　独立行政法人等からの歴史公文書等の受
入れについて、専門的技術的な助言を行い
つつ、計画的かつ適切に実施する。

　行政機関からの歴史公文書等の受入れを
計画的かつ適切に実施する。

　公文書管理法施行後、独立行政法人等か
らの歴史公文書等の受入れを、計画的かつ
適切に実施する。

　

同上

同上
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅲ) ⅲ) ・ 受入れ状況 ・ ・

・

・

裁判文書の受入れについて、「歴史資料として重要
な公文書等（裁判文書）移管計画」に基づき、平成
25年度から29年度までの5年計画で受入れを実施し
ている。
平成25年度においては、上記計画の1年目分、計
2,026冊について12月に受け入れた。
司法行政文書については、「平成24年度公文書等
移管計画」に基づき、受け入れることとしており、平
成25年度は、62冊を4月に受け入れた。
（第３章Ｐ２７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）12 （Ａ） 9

ⅳ) ⅳ) ・ 助言等支援の状況 ・ ・ 諸外国の立法府の公文書等の移管及び衆・参両院
事務局の文書管理に関する情報の収集・整理等の
支援を行った。
また、立法府職員を館主催の研修会に受け入れ、
公文書管理法や歴史公文書等移管の趣旨等に関
する理解を深める機会を提供した。
（第３章Ｐ２３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）13 （Ａ）10 （Ｄ委員）所属部署や人数を示された
い。

ⅴ) ⅴ) ・ 受入れ状況 ・ ・ 平成25年度においては、館ホームページのトップ
ページにバナーを設置するなど、寄贈・寄託に係る
情報について、積極的な提供を行った。この結果、
個人から1件（9冊）の寄託の申出があり、受入れを
行った。
（第３章Ｐ５３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）14 （Ａ）11

ⅵ) ⅵ) ・ 受入れから１年以内に
利用に供した状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

・

・

・

・

・

100%以上
平成24年9～10月に受け入れた法人文書12,184冊
について、目録をデジタルアーカイブに登載し、一般
の利用に供した(平成25年8月26日)。
平成24年12月に受け入れた裁判文書1,183冊につ
いて、目録をデジタルアーカイブに登載し、一般の利
用に供した(平成25年8月26日)。
平成25年度に受け入れた行政文書13,517冊（電子
公文書を含む）について、目録をデジタルアーカイブ
に登載し、一般の利用に供した(平成26年3月27日)。
平成25年度に受け入れた司法行政文書62冊につい
て、目録をデジタルアーカイブに登載し、一般の利用
に供した(平成26年3月27日)。
平成25年9月から10月に受け入れた法人文書8,528
冊及び平成25年12月に受け入れた裁判文書2,026
冊については、平成26年8月末に一般の利用に供す
る予定である。
平成25年12月に受け入れた個人からの寄託文書9
冊については、平成26年8月末に一般の利用に供す
る予定である。
（第３章Ｐ２４～２７、５３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）15 （Ａ）12

② ②
ⅰ) ⅰ) ・ 電子公文書等の移管・

保存・利用システムの
運用及び説明等の実施
状況

・ ・

・

平成25年度においては、昨年度に引き続き、電子公
文書等システムの運用を行うとともに、計44行政文
書ファイルの電子公文書を受入れ、長期保存フォー
マット（国際標準のPDF/A）への変換等の作業を行
い保存した。
さらに、一般利用に向けて、デジタルアーカイブに目
録データを登載し、インターネットを通じて、平成26
年3月より提供した。
歴史公文書等の移管に関する事務連絡会議（12月
17日）において、電子公文書に係る移管当日までの
準備及び電子公文書等の利用方法について説明す
るとともに、要望のあった8府省等へ説明等を行っ
た。
（第３章Ｐ２９～３１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）16 （Ａ）13

ⅱ)

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

100％
以上

　紙媒体で移管された又は今後移管される歴
史公文書等の保存方法について、マイクロ
フィルム化して保存することとデジタル化して
電子的に保存することによる技術面、経費面
におけるメリット、デメリットを、平成22年度末
までに民間の専門家等の知見を十分に活用
しながら検討し、結論を得る。

　民間の歴史公文書等の寄贈・寄託の受入
れを適切に実施する。

　平成24年度に引き続き、電子媒体の歴史
公文書等（以下「電子公文書」という。）の受
入れ及び保存を実施し、電子公文書等の移
管・保存・利用システムの運用を行う。また、
システムの利用方法に関する各府省等への
説明等を行う。

　司法府からの歴史公文書等の受入れを計
画的かつ適切に実施する。

保存のための適切な措置

　上記ⅰ）からⅲ）まで及びⅴ）により受け入
れる歴史公文書等について、受入冊数を考
慮し、１年以内に一般の利用に供するまでの
作業を終了する。

　立法府からの歴史公文書等の受入れに向
けて、専門的知見を活かした助言等により内
閣府を支援する。

同上

同上

　立法府からの歴史公文書等の受入れに向
けて、専門的知見を活かした助言等により内
閣府を支援する。

　平成22年度中に、民間の歴史公文書等の
寄贈・寄託の受入基準を作成し、公表すると
ともに、公文書管理法施行後、当該基準に基
づく寄贈・寄託の受入れが可能な仕組みを整
える。

　司法府からの歴史公文書等の受入れを、
計画的かつ適切に実施する。

同上

保存のための適切な措置
　平成23年度から、電子媒体の歴史公文書
等（以下「電子公文書」という。）について受入
れ及び保存を開始する。このため、平成22年
度中にシステム構築等、必要な準備作業を
実施する。また、政府と密接な連携を図りな
がら、電子媒体による管理を見据えた統一的
な文書管理に係る検討の状況を踏まえ、必
要に応じシステムの見直しを図る。

　ⅰ）～ⅲ）により又は寄贈・寄託により受け
入れる歴史公文書等について、事業年度ご
とに、受入冊数を考慮した原則１年以内の処
理期間目標を設定し、その期間内に受入れ
から一般の利用に供するまでの作業を終了
する。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅲ) ⅱ) ・ 劣化要因の除去等の状
況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・ 平成25年度に行政機関等から受け入れた特定歴史
公文書等24,890冊について計31回のくん蒸を行っ
た。
（第３章Ｐ３１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）17 （Ａ）14

ⅳ) ⅲ) ・ 複製物作成計画（マイク
ロフィルム化60万コマ）
に対する変換状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

100%以上
昭和48年労働省及び昭和47年文部省移管公文書
等2,419冊、61万コマのマイクロフィルムの撮影を
行った。
（第３章Ｐ３３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）18

・ 巻き戻し、汚れの除去
等の計画数（マイクロ
フィルム1,800巻）に対す
る処理状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・ マイクロフィルムの長期保存・管理のため、平成25
年度においても引き続き風通し作業を行い、2,000巻
の風通し及び調湿剤の交換作業を行った。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）19

ⅳ) ・ 重修復270冊、軽修復
6,000冊、リーフキャス
ティング5,500丁の実施
状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

100%以上
著しく破損した資料の重修復や虫損被害が甚大な
資料に対してリーフキャスティングによる修復を行っ
た。修復作業結果は以下のとおり。
　重修復283冊
　軽修復6,222冊
　リーフキャスティング5,544枚
（第３章Ｐ３３～３４に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）20 （Ａ）16

③ ③

ⅰ)

ⅱ) ⅰ) ・ 特定歴史公文書等の利
用に係る計画の取組み
状況及び数値目標の設
定状況

・ ・

・

・

開閉館状況や展示会の開催状況を周知するための
工夫を行った。
館主催見学会を実施したことのほか、平成26年3月8
日（土）に試行として本館閲覧室の臨時開館を実施
した。
11月9日より企画展開催期間中の土曜日も開催する
こととした。
（第１章Ｐ２、第３章Ｐ４１、６０、６１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）21 （Ａ）17

ⅱ) ・ 劣化等の実態の把握、
修復計画への反映状況

・ ・ 「特定歴史公文書等の劣化状況等に係る調査研
究」を実施したところ、軽修復、リーフキャスティング
の対象文書が減少していること、重修復の対象文書
が増加していることが判明した。そのため、平成２６
年度の年度計画では修復の数値目標を以下のとお
りとし、重修復の比率を上げることとした。
　重修復　　　　　　　　　　270冊　→　　400冊
　軽修復　　　　　　　　  6,000冊　→　1,000冊
　リーフキャスティング 5,500枚　→　1,200枚
（第３章Ｐ３４に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）22 （Ａ）18

ⅲ) ⅲ)   

ｱ 　閲覧申込があってから３０日以内に審査
し、利用に供する。

ｱ 　利用請求があった日から３０日以内に利
用決定する。

・ 30日以内に利用決定し
た状況

・ ・ 利用請求に対する利用決定冊数は1,611冊であっ
た。
そのうち、利用請求から30日以内に利用決定を行っ
た冊数は1,086冊であった。
（第３章Ｐ４４～４５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）23 （Ａ）19

ｲ 　ア）に関わらず、事務処理上の困難その
他正当な理由があるときは、３０日を限度と
して期間を延長し、審査できない理由及び
期間を申込者(公文書管理法施行後は請
求者。以下同じ。)に通知する。

ｲ 　アに関わらず、事務処理上の困難その他
正当な理由があるときは、３０日を限度とし
て期間を延長し、審査できない理由及び期
間を利用請求者に通知する。

・ 30日を限度として延長し
た状況

・ ・ 事務処理上の困難等により30日を限度として延長を
行ったものは85冊である。
なお、審査できない理由及び審査期間は利用請求
者に遅滞無く通知した。
（第３章Ｐ４５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）24 （Ａ）20

Ａ

100％
以上

同上

同上

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

 

100％
以上

（Ａ）15

100％
以上

　館の保存する歴史公文書等のうち、劣化が
進行しており閲覧に供し得ない状態にある等
緊急に措置を講ずる必要があるものについ
ては、歴史資料としての重要度を考慮し、事
業年度ごとに数値目標を設定し、計画的に修
復を実施する。この際、資料の状態、利用頻
度等に応じ、最適な技術を活用した修復を実
施する。

　要審査文書（館の保存する歴史公文書等
のうち、非公開情報が含まれている可能性が
あり、利用に供するに当たり審査が必要な簿
冊）の閲覧申込(公文書管理法施行後は利用
請求。以下同じ。) があった場合には、次の
期間内に審査し、利用に供する。

同上

　平成22年度前半に、館の保存する歴史公
文書等の利用に係る取組方針および工程表
を作成し、年度ごとに計画的に取組を進め
る。あわせて、館の保存する歴史公文書等の
利用に係る適切な指標を検討し、年度ごとに
適切な目標数値を設定する。

100％
以上

　館の保存する特定歴史公文書等につい
て、紙等の劣化要因を除去するために必要
な措置を講じた上で、温湿度管理等のできる
適正な保存環境の専用書庫に、簿冊の形態
等に応じた適切な排架を行い保存する。

　要審査文書（館の保存する特定歴史公文
書等のうち、非公開情報が含まれている可能
性があり、利用に供するに当たり審査が必要
な簿冊）の利用請求については、次の期間内
に審査し、利用に供する。

　館の保存する特定歴史公文書等につい
て、劣化状況・利用頻度等に応じて、順次、
媒体変換の措置を講ずる。

　館の保存する歴史公文書等について、順
次、必要な修復、媒体変換等の措置を講ず
る。

　平成22年度中に、公文書管理法第27条に
基づき「利用等規則」を作成し、内閣総理大
臣からの同意を得るとともに、これを公表す
る。

　公開又は部分公開文書のうち、劣化等のた
めに一般の利用に供せないものがあることに
鑑み、その実態を把握し、今後の修復の計画
に反映させる。

利用のための適切な措置

　公文書管理法の施行後の業務実績を勘案
しつつ、館の保存する特定歴史公文書等の
利用に係る指標を検討し、適切な数値目標を
設定する。

　館の保存する特定歴史公文書等のうち、劣
化が進行しており閲覧に供し得ない状態にあ
る等緊急に措置を講ずる必要があるものに
ついては、歴史資料としての重要度を考慮
し、資料の状態と想定される利用頻度等に応
じて計画的に修復を実施する。
　修復計画：重修復２７０冊、軽修復６,０００
冊、リーフキャスティング５,５００丁

利用のための適切な措置
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ｳ ｳ ・ 60日以内に審査した状
況

・ ・ 利用請求が著しく大量なため延長を行ったものは
440冊である。このうち、相当の部分として60日以内
に審査を行ったものは106冊である。これらの文書に
は、国の安全等に関する情報が含まれるもの（防衛
庁史資料等）、個人情報等が多数含まれており、外
国語で記載されているもの（旧ソ連邦政府等提供資
料等）があったこと等のため、情報の確認、移管元
行政機関への照会等慎重な審査を行う必要があ
り、審査に時間を要した。
（第３章Ｐ４５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）25

・ 60日以内に審査できな
かった状況

・ ・ 上記大量請求のあった文書のうち、60日以内に審
査ができなかったものは、334冊であった。上記の理
由により審査に時間がかかったが、相当の期間内
にすべて利用決定を行った。
なお、60日以内に審査できない理由及び審査期間
を利用請求者に遅滞無く通知した。
（第３章Ｐ４４～４５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）26

ⅳ) ⅳ) ・ 要審査文書の審査状況 ・ ・ 利用頻度が高いと考えられる要審査文書について
は、速やかに利用に供することができるよう、利用請
求がなくても積極的に審査することとしており、779冊
（閣議・事務次官等会議資料165冊、財団法人（許認
可関係）210冊、戦犯関係50冊、閉鎖機関清算関係
180冊、昭和財政史資料149冊、裁判文書25冊）を審
査し、利用制限区分の変更を行い、全て公開とし
た。
（第３章Ｐ４４～４５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ （　）27 （Ｄ委員）「利用頻度が高いと考えられる
要審査文書」とは何を指すのかが不明
であり、評価できない面が残る。

・ 非公開区分の区分見直
し状況

・ ・ 非公開とされていた叙勲裁可書、叙位裁可書、枢密
院文書、任免裁可書70冊については、時の経過を
考慮して審査し、利用制限区分の変更を行い、全て
公開とした。
（第３章Ｐ４４に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ （　）28 （Ｄ委員）「非公開とされていた」文書のう
ち、時の経過により利用制限区分の変
更を行うべき文書について、計画的・体
系的に検討して結果を出したのかどうか
が不明であり、評価できない面が残る。

ⅴ) ・ 要審査文書の利用決定
状況

・ ・

・

要審査文書の審査冊数は、利用請求に対する審
査、積極的な審査及び利用制限区分の見直しを合
わせると2,460冊であり、目標とする2,100冊を上回る
実績となった。
利用決定を行った要審査文書1,611冊のうち、大量
請求により審査に時間が必要なため特例延長処理
している334冊を除くと1,277冊となる。このうち、利用
請求から30日以内に利用決定を行ったものは1,086
冊（85％）であり、目標とする80％以上を達成した。
（第３章Ｐ４４に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）29 （Ａ）23

ⅴ) ⅵ） ・ 30日以内に諮問した状
況

・ ・ 平成25年11月1日に1件の異議申立てがあり、その
日から30日以内の同年11月29日に公文書管理委員
会に諮問を行った。
当該文書には国の安全等に関する情報が含まれて
おり、高度の専門的、政策的判断を伴うことから、移
管元機関の長の意見を踏まえた調査・検討を改め
て行った。
（第３章Ｐ４６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）30

・ 30日を超え90日以内に
諮問した状況

・同上 ・ 平成26年2月10日に4件の異議申立てがあり、その
日から90日以内の同年3月24日に公文書管理委員
会に諮問を行った。
当該文書は、日本経済短期大学を運営する亜細亜
学園が、学則の変更や学科の廃止等に際して文部
省の認可を求めるために提出した書類等を決裁文
書とともに綴ったものであり、情報公開制度において
先例となり得る答申の有無や、本件異議申立てへ
の対応について、改めて検討を行ったため、諮問ま
でに一定の期間を要した。
（第３章Ｐ４６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）31

Ａ

Ｂ

Ａ

同上

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

　利用の制限等に対する異議申立てがあっ
た場合で、公文書管理法第21条第2項に基
づき公文書管理委員会への諮問が必要なと
きは、改めて調査・検討を行う必要がないよう
な事案については遅くとも30日以内に、その
他の事案については遅くとも90日以内に諮問
を行う。

　要審査文書の審査については、上記ⅲ）か
らⅳ）までを通じて、その処理目標数を2,100
冊とする。
　また、利用請求から30日以内に利用決定を
行うものの比率は、80％以上を目標とする。
　なお、これらの数値目標は、処理対象文書
に含まれる利用制限情報の質・量、移管元機
関等との調整その他利用請求に係る関連諸
業務の状況に応じ見直すものとする。

同上

同上 （Ａ）21

同上

（  ）22

（Ａ）24

　ア）及びイ）に関わらず、閲覧申込に係る
公文書等が著しく大量である又は内容の
確認に時間を要するため、60日以内にそ
のすべてを審査することにより事務の遂行
に著しい支障が生じる場合には、相当の部
分につき審査し利用に供するとともに、残り
の部分については相当の期間内に審査し
利用に供する。この場合、審査できない理
由及び期間を申込者に通知する。

　公文書管理法施行後、利用の制限等に対
する異議申立てがあった場合で、公文書管
理法第21条第2項に基づき公文書管理委員
会への諮問が必要なときは、改めて調査・検
討を行う必要がないような事案については遅
くとも30日以内に、その他の事案については
遅くとも90日以内に諮問を行う。

　ア及びイに関わらず、利用請求に係る公
文書等が著しく大量である又は内容の確
認に時間を要するため、６０日以内にその
すべてを審査することにより事務の遂行に
著しい支障が生じる場合には、相当の部分
につき審査し利用に供するとともに、残りの
部分については相当の期間内に審査し利
用に供する。この場合、審査できない理由
及び期間を利用請求者に通知する。

　要審査文書の計画的かつ積極的な審査に
取り組むとともに、時の経過を踏まえて、非公
開区分の文書の区分見直しを適切に行う。

　中期目標期間中に、要審査文書について、
計画的かつ積極的な審査を行い、要審査文
書の年間処理件数を大幅に拡大するととも
に、時の経過を踏まえて、非公開区分の文書
の区分見直しを適切に行う。この際、利用制
限は原則として30年を超えないものとする
「30年原則」等の国際的動向・慣行を踏まえ
た判断を行う。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅵ） ⅶ） ・ 展示の実施状況 ・ ・ 春・秋の特別展、連続企画展第1～6回及び館外展
示等を行った。
春の特別展「近代国家日本の登場-公文書にみる
明治-」（3/30～4/18、6,509名）、秋の特別展「旗本
御家人Ⅲ　お仕事いろいろ」（10/5～10/24、9,231
名）
連続企画展
第1回「公文書でみる落語のれきし」（5/8～6/18、
1,152名）、第2回「公文書館で『富士登山』」（6/24～
8/6、1,044名）、第3回「空襲の記録―全国主要都市
戦災概況図―」（8/12～9/20、2,389名）、第4回「文
明開化と明治のくらし」（11/6～12/13、1,907名）、第
5回「妖怪退治伝」（12/18～2/1、1,630名）、第6回
「江戸幕府を支えた知の巨人―林羅山の愛読した
漢籍― 」（2/7～3/15、1,384名）
館外展示等
「資料が語る 日本の歴史 茨城のあゆみ ―国立公
文書館×茨城県立歴史館―」（於：茨城県立歴史
館、12/7～1/26、6,672名）
「公文書にみる福岡１４０年のあゆみ～福岡県と市
町村合併～」（於：福岡共同公文書館、H24.11/18～
H25.6/23、272名（H25年度分人数））

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）32

・ 平成25年度展示においては、主に以下の取組を
行った。
春の特別展では、初めての試みとして、宮内公文書
館・外交史料館と連携した展示を実施した。
連続企画展第1～2回における講演会、同第3回にお
ける「終戦の詔書」原本特別展示、同第4～6回にお
けるギャラリー・トークといった、展示内容をより分か
りやすく伝え、所蔵資料に親しみを持っていただくた
めの新規の取組を行った。
平成25年11月9日より土曜日も企画展を開催するこ
ととし、利用者の利便性向上を図った。
連続企画展第4～6回から、本館入り口付近へのサ
インシートの設置、門扉外構部分に看板を新たに設
けたほか、関係機関へのリーフレット配布を積極的
に行い、その周知に努めた。
平成24年度に引続き館外展示を実施することとし、
会場を公募で決定した。
館外展示における入場者アンケートによれば、約８
割が館外展示を契機として当館の資料を初めて目
にしており、これまで馴染みのなかった地域の方々
にも所蔵資料を紹介することができた。
本館1階の展示場においてスペースの有効活用を図
り、利用者の利便性の向上のため、リニューアルし
た。また、本館常設展の内容の充実に向けた検討を
行った。
（第３章Ｐ５４～５９に記述）

・ つくば分館における常
設展・企画展の開催状
況

・ ・
・

・

年間を通じた常設展を実施。
文部科学省が主催する「科学技術週間」に合わせ、
企画展「公文書に見る鉄道」を開催（4/15～20、入
場者数149人）。
つくば市教育委員会「つくばちびっ子博士事業」に協
賛し、企画展「旗本御家人の世界」を開催（7/22～
8/31、入場者数2,922人）。
（第３章Ｐ５９～６１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）33

Ａ同上

　また、分館においても常設展・企画展等を
実施する。

　　国民のニーズ等を踏まえて、春と秋の特
別展、魅力ある質の高い企画展を複数回行
うほか、館外展を行う。

（Ａ）25　国民のニーズ等を踏まえ魅力ある質の高
い常設展・特別展等を年３回以上実施する。
また、開催場所の工夫や地方公文書館等他
機関との連携等も含め、企画内容や展示方
法等に関して新たな取組を行うことにより、展
示の魅力及び質の向上を図る。

同上
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅶ) ⅷ） ・ マイクロフィルムのデジ
タル化180万ｺﾏの進捗
状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

100％以上
マイクロフィルム等から計185万コマのデジタル画像
を作成し、デジタルアーカイブに登載した。概要は以
下のとおり。
①マイクロフィルムから　100万コマ
　昭和31, 32年度の閣議資料等
②紙媒体から　85万コマ
　・館内作業　80万コマ
　　本朝通鑑などの内閣文庫資料等
　・館外作業（試行）　5万コマ
　　吉宗公御一代記などの内閣文庫資料等
　（第３章Ｐ３２、４９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）34

・ ポジフィルム等のデジタ
ル化200点の進捗状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

100％以上
ポジフィルムから207点のデジタル画像を作成し、デ
ジタルアーカイブに登載した。概要は以下のとおり。
「法曹類林」（重要文化財）、「金吹方之図」等
（第３章Ｐ３２、４９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）35

・ デジタル画像のインター
ネットでの公開状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

・

・

100%以上
これまで提供してきた約918万コマと合わせ、約
1,103万コマのデジタル画像をインターネットで公開し
た。
これまでに提供してきた画像と合わせて、2,289点の
カラーデジタル画像をインターネットで公開した。
平成25年度のデジタルアーカイブのアクセス件数
は、26万5,490件であった。
（第３章Ｐ４８～４９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）36

・ 最適化計画等の策定状
況

・ ・ 「業務・システム最適化指針(ガイドライン)」に基づ
き、「業務・システム見直し方針」を作成した。同見直
し方針を踏まえ、「業務・システム最適化計画」(案)を
作成し、計画案に関する意見募集を実施した後、
「業務・システム最適化計画」を平成26年3月13日に
決定、公表した。
（第２章Ｐ６～７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）37

ⅷ） ⅸ) ・ 貸出申込みから貸出決
定までの状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・
・

100%以上
他の機関からの貸出しの申込み（18機関、102冊）に
対して積極的に貸出しを行った。上記に係る貸出審
査については、すべて30日以内に貸出決定を行い、
平均審査日数は7日であった。
（第３章Ｐ５０～５１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ Ａ （Ａ）38 （Ａ）27

ⅸ) ⅹ) ・ 利用者の動向等の把握
及び分析、反映状況

・ ・

・

・

利用者の動向及びニーズの把握のため、閲覧利用
統計を継続的に作成し、その集計・分析結果を館の
業務の参考に資している。また、閲覧室内における
サービスの向上及び改善を目的として閲覧者アン
ケート等を実施した。上記を踏まえ、資料保存の観
点から閲覧室入口に手指消毒器を設置したほか、
閲覧室の参考図書を追加（31冊）した。
このほか、デジタルアーカイブの利用状況に係るア
ンケートにおいて、内閣文庫資料のデジタル化推進
に係る要望があったことを踏まえ、内閣文庫資料の
デジタル化冊数を増加させることとしている。また、
国立公文書館のグッズ（有料）について、クリアファ
イル等の要望が多かったことを踏まえ、今後の有償
頒布物の検討に反映していくこととしている。
さらに、8月に実施した小学生を対象とした館主催見
学会において、保護者の一部からの指摘を踏まえ、
当館の開館状況や展示会の開催状況を周知するた
め、本館の門扉に看板を設置した。
（第３章Ｐ３９～４０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）39

Ａ

Ａ国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　また、館が運用するデジタルアーカイブ等
のシステムについては、平成24年度に行った
館保有システム間の連携・統合等について
の検討結果を踏まえつつ、次期システム構
築を目指して、最適化計画等の策定を行う。

（Ａ）28

（Ａ）26100％
以上

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　館の保存する特定歴史公文書等をより幅
広く一般の利用に供するため、利用者の動
向やニーズを積極的に把握するとともに、そ
の結果を適切に業務に反映させる。
　また、館主催見学会を実施するとともに、各
種見学の受入れ等利用者層の拡大に向けた
取組を行う。

100％
以上

100％
以上

　館の保存する特定歴史公文書等につい
て、広く国民の理解を深める一環として、他
の機関からの学術研究、社会教育等の公共
的目的を持つ行事等に出展するための貸出
申込みに対しては、その適切な取扱いに配
慮しつつ積極的な貸出しを行う。
　貸出審査については、申込機関からの申請
書類整備後速やかに審査を行い、30日以内
に貸出決定を行うこととし、平均審査日数の
目標を７日とする。

　館の保存する歴史公文書等について、広く
国民の理解を深める一環として、他の機関か
らの学術研究、社会教育等の公共的目的を
持つ行事等に出展するための貸出申込みに
対しては、その適切な取扱いを考慮しつつ積
極的な貸出を行う。貸出審査については、貸
出機関等からの申請書類整備後速やかに審
査を行い、30日以内に貸出決定を行う。

　いつでも、どこでも、だれもが、自由に、無
料でインターネットを通じて館の保存する歴
史公文書等を広く利用できるようにするた
め、平成22年度から館のデジタルアーカイブ
の新システムの運用を開始するととともに、
計画的かつ積極的に所蔵資料のデジタル化
を推進する。

　館の保存する特定歴史公文書等を広く一
般の利用に供するため、インターネットにより
所蔵資料を検索し、デジタル画像を閲覧でき
るデジタルアーカイブの運用を行う。
　また、平成25年度におけるデジタルアーカ
イブ・アクセス件数の目標を約24万件とする。
　画像については、既存のマイクロフィルム
等から約180万コマをデジタル化し、これまで
に提供してきた約920万コマと合わせて、計
約1,100万コマのデジタル画像をインターネッ
トで公開する。
　大判又は原本保護のため閲覧に供されて
いない重要文化財、その他貴重な資料であ
る絵図等については、既存のポジフィルムか
ら約200点をデジタル化し、これまでに提供し
てきた約2,080点と合わせて、計約2,280点の
カラーデジタル画像をインターネットで公開す
る。

100％
以上

　館の保存する歴史公文書等をより幅広く一
般の利用に供するため、利用者の動向や
ニーズを積極的に把握するとともに、その結
果を適切に業務に反映させる。また、各種見
学の受入れ等利用者層の拡大に向けた取組
を行う。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

・ 見学の受入れ拡大に向
けた取組み状況

・ ・ 館が保存する特定歴史公文書等の利用の促進を図
るため、気軽に公文書館や公文書に親しんでもらえ
るよう、小学生、中学生・高校生及び一般（18歳以
上）のそれぞれを対象として、館主催見学会を新た
に開催した。開催実績は以下のとおり。
　小学生向け（キミも「子どもアーキビスト」を目指そ
う！！―国立公文書館１日体験ツアー―）
　  日時　8月7日～8日 計4回実施
　  参加者　23名
　  内容　業務紹介、「公文書館で「富士登山」」
            の展示解説、書庫見学、公文書の
　　　　　　収集整理ゲーム、製本体験
　中学生・高校生向け（中高生のための国立
　　　　　　　　　　　　　　公文書館体験ツアー）
　  日時　8月23日 計2回実施
　  参加者　20名
　  内容　業務紹介、館デジタルアーカイブの
　　　　　　利用説明･検索体験、書庫見学、
　　　　　　「空襲の記録」「終戦の詔書」の展示
　　　　　　観覧、和綴じ等体験（裏打ちを含む。）
　一般向け（国立公文書館体験ツアー）
　  日時　10月14日（月・祝） 計2回実施
　  参加者　82名（一般参加者に同伴した
　　　　　　　　　　　児童又は生徒5名を含む。）
    内容　国立公文書館紹介(二つの憲法)、
　　　　　　修復見学、書庫見学、和綴じ体験、
　　　　　　秋の特別展「旗本御家人Ⅲ
　　　　　  お仕事いろいろ」見所紹介

Ａ Ａ Ａ Ａ A Ａ （Ａ）40

・

・

館内見学者の利便性等を図るため、平成26年度か
ら本館１階及び２階に新たに見学コースを整備する
検討を行った。
なお、国会議員や国の機関等からの視察要望にも
積極的に応えた。その結果、平成25年度は、平成24
年度に比較して、35団体596名多い84団体1,220名を
受け入れた。
（第３章Ｐ６１～６３に記述）

ⅹ) xi ) ・ 試行の実施状況 ・ ・ 平成26年3月8日（土）に試行として本館閲覧室を臨
時開館し、利用者は18名であった。平成26年度も引
き続き試行することとしている。
また、関連として平成25年連続企画展第４回から企
画展開催期間中の土曜日についても展示場を開くこ
ととした。
（第３章Ｐ４１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ B （　）41 （Ａ）29 （Ｅ委員）土曜開館の数が少なすぎて、
利用者は認知できないのでないか。また
企画展開催期間中は日曜も開館すべき
ではないか。

xi ) xii ) ・ 利便性向上のための検
討状況

・ ・

・

４月８日に分館前バス停として「国立公文書館つくば
分館」が新たに設置された。
平成２３年度に定めた「特定歴史公文書等の閲覧場
所の指定に係る事務取扱要領」に基づき、平成２５
年度中につくば分館所蔵歴史公文書等を本館にお
いて利用した実績は、１６５件４８１冊であった。
（第３章Ｐ４１～４２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）42 （Ａ）30　つくば分館利用者の更なる利便性向上の
ための方策について検討する。

　

　

　つくば分館に保存されている文書が本館で
も利用できるようにする方策をはじめとして、
つくば分館に係る利用者の利便性向上策を
検討し、中期目標期間中に具体的な措置を
講じる。

　開館曜日の拡大も含め、年間開館日数に
ついて見直しを行い、中期目標期間中に年
間開館日数を増加させる。

　年間開館日数を増加するため試行を実施
する。

同上

　

同上

同上
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

xii ) ⅹⅲ） ・ 積極的な広報の実施状
況

・ ・ 館の業務の意義等についての周知を図るための取
組を以下のように実施した。
①ホームページにおいて、館の業務に係る最新情
報を内外に積極的に発信した（更新累計２５０件）。
②情報誌『アーカイブズ』５０～５２号を発行し、国の
機関、地方公共団体、地方公文書館等に配布し、
ホームページに掲載した。
③館の紹介等を地下鉄駅構内の電飾掲示板、リー
フレット等により実施した。
④千代田区ミュージアム連絡会へ参加し、「北の丸
公園・皇居東御苑文化ゾーンマップ」を地域関係機
関と共同作成・配布した
⑤つくば分館では、文部科学省が主催する「科学技
術週間」や、つくば市教育委員会が推進する「つくば
ちびっ子博士」事業に協力し、コミュニティＦＭ「ラジ
オつくば」で紹介されるなど、企画展等を通して館の
認知度を高めるための取組を行った。
⑥企画展「旗本御家人の世界」の開催に当たりチラ
シ3,300部を作成、つくば市内小中学校等に送付し
た。
（第３章Ｐ５９、６３～６８に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）43

・ 諸外国への積極的な情
報発信の実施状況

・ ・

・

海外からの訪問者に対し、英語版のリーフレット等を
活用して、館の業務内容等について、説明・紹介し
た。
（第３章Ｐ６６に記述）

国際公文書館会議（ＩＣＡ）第１回年次会合、ＩＣＡ東ア
ジア地域支部（ＥＡＳＴＩＣＡ）第11回総会及びセミ
ナー、ＩＣＡ東南アジア地域支部（ＳＡＲＢＩＣＡ）第19回
理事会及び国際セミナーの参加報告を日本語版・
英語版のホームページに掲載した。
（第３章Ｐ６５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）44 　

④ ④    

ⅰ) ⅰ) ・ 地方公共団体が行う各
種研修会等への講師派
遣の状況

・ ・ 地方公共団体その他関係機関が開催する講演会、
委員会等に対して、館長を始め役職員を講師等とし
て派遣し、公文書館の運営に関する技術上の指導
又は助言を積極的に行った（年間36件）。
（第３章Ｐ７４に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）45

・ 全国の公文書館等への
説明の状況及び所在情
報提供の仕組み構築に
向けた意見交換の実施
状況

・ ・ デジタルアーカイブ・システムの標準仕様書及び所
在情報を一体的に提供する仕組みの構築に向けた
意見交換のため、全国の公文書館等５館（平成21年
以降開館した館等）へ説明等を行った。
新たに、福井県文書館との横断検索による連携が
実現した。
（第３章Ｐ７４～７５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）46

ⅱ) ⅱ) ・ 各種会議等を通じての
連携状況

・ ・ 平成25年6月11日に福岡県において全国公文書館
長会議を開催し、国及び地方公共団体等が設置す
る公文書館等から100名の出席があった。
会議では、「公文書館を巡る諸問題に関する意見交
換」の議題に関し、当館、佐賀県公文書館、熊本
県、天草市立天草アーカイブズから報告を行った。
公文書館長会議の開催にあわせて「全国公文書館
関係資料集」を作成・配布した。
平成26年1月16日にアーカイブズ関係機関協議会を
開催し、各機関からの活動報告や意見交換を行っ
た。
歴史公文書等所在情報ネットワーク検討連絡会議
を3回開催し、各機関の取組状況、資料の寄贈・寄
託やマイクロフィルム化、展示など実務的な情報交
換等を行った。
（第３章Ｐ７５～７７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）47 （Ａ）33

Ａ

Ａ

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

   

　６月に福岡で開催予定の全国公文書館長
会議やアーカイブズ関係機関協議会、歴史
公文書等所在情報ネットワーク検討連絡会
議等を通じて、歴史公文書等の保存及び利
用の推進のため情報共有や技術的協力等
の連携協力を図る。

地方公共団体、関係機関等との連携協力のた
めの適切な措置

　ホームページの充実、広報誌の刊行その
他の方法を活用し、国立公文書館の活動内
容や所蔵資料、館の業務の意義等について
積極的に広報することなどにより、国民の公
文書館に対する理解や関心を高める。また、
館の保存する歴史公文書等やこれに関する
情報が諸外国においても利用されるよう、積
極的な情報発信等を行う。

　公文書管理法第34条に地方公共団体にお
ける文書管理の努力義務規定が置かれたこ
とを踏まえ、地方公共団体における文書管理
の向上に資するよう、公文書館法（昭和62年
法律第115号）第７条に基づき地方公共団体
に対する公文書館の運営に関する技術上の
指導又は助言を行うとともに、地方における
デジタルアーカイブ化に係る技術的支援をは
じめ、これまで以上に積極的かつ能動的に地
方における歴史公文書等の保存及び利用を
支援する。

地方公共団体、関係機関等との連携協力のた
めの適切な措置

（Ａ）31

（Ａ）32

　　ホームページの充実、広報誌の刊行その
他の方法を活用し、館の活動内容や所蔵資
料、館の業務の意義等について積極的に広
報することなどにより、国民の公文書館に対
する理解や関心を高める。また、館の保存す
る特定歴史公文書等やこれに関する情報が
諸外国においても利用されるよう、積極的な
情報発信等を行う。

　国、独立行政法人等、地方公共団体等の
関係機関と密な連絡を行い、歴史公文書等
の保存及び利用の推進のため情報共有や技
術的協力等の連携協力を図る。

同上　地方公共団体が行う研修会等に館職員を
講師や委員等として派遣する等、公文書館
の運営に関する技術上の指導又は助言を行
う。

　また、全国の公文書館等のデジタルアーカ
イブ化推進に資するため作成した標準仕様
書について、普及・啓発を図るため、全国の
公文書館等へ説明等を行う。あわせて、所在
情報を一体的に提供する仕組みの構築に向
けた意見交換を実施する。

同上
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅲ) ⅲ) ・ 「ぶん蔵」の内容充実の
ための検討状況

・ ・ 利用者の関心の高まりや理解促進のため、防衛省
防衛研究所戦史研究センター所蔵資料に係るコン
テンツや平成25年度に開催した当館の連続企画展
に連動したコンテンツ等を掲載し、これらを紹介する
新着情報の更新（72回）を行った。
（第３章Ｐ７８に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）48 （Ａ）34

ⅳ) ・ 指定に向けた検討につ
いての把握状況

・ 「国立公文書館等」として内閣総理大臣の指定を受
けることが適当であると考えられる施設（設置予定
の施設を含む。）に対してアンケート調査を８月に実
施した。
（第３章Ｐ７７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）49 （Ａ）35 （Ｄ委員）（『資料』には結果だけでなく、
質問紙を掲載する必要がある。）

⑤ ⑤
ⅰ)

・ 積極的な国際貢献の実
施状況

・ ・

・

館は、ＩＣＡ年次会合やＥＡＳＴＩＣＡ総会及びセミ
ナー、ＳＡＲＢＩＣＡ国際セミナー等に積極的に参加
し、国際的な公文書館活動への貢献に努めた。
平成25年６月11日、福岡県において「国際アーカイ
ブズの日」記念講演会を開催し、国及び地方公共団
体が設置する公文書館等、アーカイブズ関係機関
等から111名の参加があった。
（第３章Ｐ７８～８０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）50 （Ａ）36

ⅱ)

・ 各種国際会議への参加
状況、交流等の状況

・ ・

・

・

10月15日から18日まで、成都（中国）で開催された
第11回ＥＡＳＴＩＣＡ総会及びセミナーに館長等が出
席し、意見交換等を行った。総会では、平成27年に
第12回ＥＡＳＴＩＣＡ総会及びセミナーを日本で開催す
ることが決定された。
11月22日から24日まで、ブリュッセル（ベルギー）で
開催されたＩＣＡ第１回年次会合に館長等が参加し、
期間中に国立公文書館長フォーラム、年次総会等
に出席したほか、分科会で館長が「政府の諸活動を
現在及び将来の国民に説明する責務を全うするた
めに」と題して発表を行った。
９月26日から28日まで、バンドン（インドネシア）で開
催されたＳＡＲＢＩＣＡ国際セミナーに職員が参加し、
発表を行った。
（第３章Ｐ７９～８０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）51 （Ａ）37

ⅲ)
・ 国際交流の状況 ・ ・ インドネシア、韓国、中国等アジア各国の公文書館

職員等をはじめ、７件の外国公文書館関係者等の
訪問を受け入れ、館内施設の紹介や意見交換等を
行った。
平成20年から継続しているオマーン国立公文書庁と
の相互交流の一環として、11月19日から29日まで、
同庁職員２名を修復技術研修生として受け入れた。
また、同庁の招きにより２月、館長等がオマーンを訪
問し、同庁長官と意見交換を行うとともに、研修の成
果を視察した。
（第３章Ｐ８０～８１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）52 （Ａ）38

 

同上

国際的な公文書館活動への参加・貢献  

　外国の公文書館との交流推進

　諸外国の公文書館等との交流を図るため、
8月下旬から9月上旬に成都（中国）で開催予
定の第11回ＩＣＡ東アジア地域支部（ＥＡＳＴＩＣ
Ａ）総会及びセミナー、及び11月にブリュッセ
ル（ベルギー）で開催予定の第1回ＩＣＡ年次
会合等に参加する。
　その他公文書館活動に関連する国際会議
等に積極的に参加し、国際交流・協力を推進
する。

　国際会議等への参加

 

　館が国際社会における我が国の地位にふ
さわしい形でその役割を果たすため、国際公
文書館会議（ＩＣＡ）の活動を中心に、積極的
な貢献を行う。また、ＩＣＡが主唱して設けられ
た「国際アーカイブズの日」（６月９日）につい
て、国際アーカイブズの日記念講演会を全国
公文書館長会議と併せて開催する等、日本
国内への広報普及に努める。

同上　国立大学法人をはじめとする各種機関にお
ける、公文書管理法施行令第２条第１項第３
号の指定に向けた検討状況について、内閣
府と協同して把握に努める。

同上

同上

　国際的な公文書館活動への積極的貢献

　アジア地域の公文書館と一層緊密な関係
を築くため、今後とも交流を深める。また、諸
外国の公文書館等からの相互協力、訪問・
研修受入れ等の要請に積極的に対応する。

　館が国際社会における我が国の地位にふさ
わしい形でその役割を果たすため、国際会議
等への積極的参画や情報交換の促進など、国
際的な公文書館活動への積極的な参加・貢献
を行う。

国際的な公文書館活動への参加・貢献

　利用者の利便性を高めるため、国、独立行
政法人等、地方公共団体等の関係機関の保
存する歴史公文書等について、その所在情
報を一体的に提供する仕組みの構築につい
て検討を行い、実施可能な施策については
順次実施する。

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　国の関係機関の保存する歴史公文書等の
所在情報を一体的に提供するため運用して
いる「歴史公文書探究サイト「ぶん蔵」」につ
いて、利用者の利便性を高めるため、内容等
の一層の充実に努める。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅳ)

・ 外国の先進的な公文書
館等への視察等情報収
集分析、提供の状況

・ ・

・

館長等が中国四川省档案館、フランス国立公文書
館、米国国立公文書記録管理院等を視察して情報
を収集した。
諸外国の公文書館等における最新の取組について
調査し、研究紀要『北の丸』第46号、情報誌『アーカ
イブズ』第50～52号に発表したほか、調査結果を館
の公文書管理研修・アーカイブズ研修の講義内容
や配付資料に反映させた。
（第３章Ｐ８１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ? （Ａ）53 （Ｅ委員）質問：海外との交流や視察の
成果が、具体的にどのような形で館の
活動に変化をもたらしたのか、ご教示く
ださい。

・ 国立公文書館の活動等
に関する情報の海外へ
の発信状況

・ ・

・

・

・

９月27日、ＳＡＲＢＩＣＡ国際セミナーにおいて職員が
「アジア歴史資料センター：デジタル・アーカイブズと
災害管理」及び「東日本大震災からの復旧・復興と
公文書等修復支援事業について」について発表し
た。
10月16日、ＥＡＳＴＩＣＡセミナーの国・地域別報告に
おいて職員が「日本におけるデジタルアーカイブ及
び電子記録のアーカイビングに関する取組状況」に
ついて発表した。また、17日のセッションにおいて職
員が「アジア歴史資料センターにおけるデジタル
アーカイビング」について発表した。
11月23日、ICA年次会合において、館長が発表を
行った。
研究紀要『北の丸』第46号を、ＩＣＡ・ＥＡＳＴＩＣＡ会員
の外国公文書館及び関係機関等138箇所に送付
し、館の所蔵資料の紹介及び所蔵資料に関する調
査・研究を、海外の公文書館及び研究機関等に発
信した。
（第３章Ｐ８１～８２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）54

⑥ ⑥ 　 　　 　
ⅰ) ⅰ) ・ 国際動向、技術動向の

調査、検討状況
・ ・ 平成２５年度においては、平成22年度～平成24年度

までに実施した調査研究結果を確認するとともに、
現行の電子公文書等システムの現状確認等を行
い、調査研究報告書「電子公文書等の移管・保存・
利用システムの次期システムの要件検討に向けて」
として取りまとめ、館ホームページで公表した。
この結果、次期システムにおいて大きな課題がない
ことが確認されたほか、対応すべき技術的な事項等
について以下のとおり整理された。
　　受入れた電子ファイルの技術情報を確認
    するため、国内製ソフトウェアに係る技術
    情報を蓄積する。
　　欧州における電子記録管理システムである
    MoReq2010®について、エクスポート機能の
    要件を活用する。
　　フォーマット変換等に関する技術情報の
    蓄積に努め、業務上の技術レファレンス
    として活用する。
　　標準化された長期保存用光ディスクが、
    新たに開発されたことを踏まえ、遠隔地
    バックアップにおいて活用する。
以上の調査研究結果について、平成26年度に行う
次期システムの要件定義書作成作業において、具
体的に活用を図ることとしている。
（第３章Ｐ６８～６９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）55 （Ａ）40

Ａ

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

同上

　外国の公文書館に関する情報の収集と館
情報の海外発信

　先進的な外国の公文書館等への視察、情
報の交換、資料交換等を通じ、外国の公文
書館、公文書館制度等に関する情報の収
集・分析を行い、広く提供に努める。また、国
際会議における発表等を通じて、館に関する
情報の海外発信に努める。

　電子公文書の長期保存等に関し、国際動
向や技術動向を踏まえて継続的に調査研究
を行い、その成果について、平成23年度から
開始する電子公文書の受入れ、保存等に随
時活用を図る。

　電子公文書の長期保存等に関する国際動
向や技術動向に関し調査を行い、その成果
を適宜公表する。
　また、その成果については、電子公文書の
受入れ、保存等に、可能なものから随時活用
を図ることとする。

調査研究 調査研究

（Ａ）39
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅱ) ⅱ) ・ 修復技術等の調査研究
及び活用のための検討
状況

・ ・

・

館が所蔵する特定歴史公文書等について、劣化資
料及び破損資料の状態を把握し、これらに対応する
ための複製物作成及び修復に関する論点を整理す
るとともに優先度等を検討した。また、併せて今後の
特定歴史公文書等の適切な保存・利用に向けた課
題を抽出することを目的として、外部機関による委
託調査を実施し、「特定歴史公文書等の劣化状況等
に係る調査研究業務報告書」として取りまとめ、館
ホームページに掲載、公表した。
本調査研究により、従来の複製物作成や修復のほ
かに、脱酸性化処理及びリハウジングという新たな
保存にかかる対応策を把握した。本調査結果につ
いては、平成２６年度の修復計画には既に反映して
いるところであるが、今後、複製物作成計画、脱酸
計画、リハウジングを含む修復計画を検討する際に
活用していくこととしている。
（第３章Ｐ７０～７２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）56 （Ａ）41

ⅲ) ⅲ) ・ 調査研究及び成果の公
表状況

・ ・

・

・

行政機関等から移管された特定歴史公文書等の内
容等の調査研究については、総務省・人事院等から
移管された文書に関する調査研究を行い、その成
果の一部として、総務省から移管された文書に関す
る論文を『北の丸』第46号において発表した。
館が所蔵する特定歴史公文書等の利用方法の調
査研究においては、歴史公文書等の所在情報を一
体的に把握し、横断的に検索する仕組みについて
の検討に資する観点から、ICAが平成20年に策定し
た「アーカイブズ所蔵機関の記述に関する国際標
準」（平成22年に日本語版を作成し、館ホームペー
ジで紹介している）に基づき、当館を事例とした記述
実験について、その成果を『北の丸』第46号におい
て発表した。
内閣文庫資料の内容等の調査研究において、未刊
史料の件名細目等については、幕府が安政３年（１
８５６）に編集した、諸大名と幕臣等の屋敷地に関す
るデータ『諸向地面取調書』の人名索引を作成した。

 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）57 （Ａ）42

・

・

内閣文庫が所蔵する、幕臣の宮崎成身が編んだ
『視聴草』（全176冊）のうち、国文学系資料を中心に
解題（書物の解説）（110冊）を作成した。
館が所蔵する漢籍のうち、江戸時代を代表する学
者・林羅山（１５８３～１６５７）の旧蔵書について、書
物の内容や来歴について調査を実施し、全４３７タイ
トルのうち６０タイトルについて、解題を作成した。
以上の成果は平成２６年度以降も『北の丸』に順次
掲載するなどの方法により、一般の利用にも供する
予定である。
（第３章Ｐ７２～７３に記述）

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

　歴史公文書等の保存及び修復に関して、
保存環境の在り方、資料の状態、利用頻度
等に応じた修復技術等について調査研究を
行う。

　館の保存する特定歴史公文書等の保存及
び修復に関して、保存環境の在り方、資料の
状態、利用頻度等に応じた修復技術等につ
いて調査研究を行い、その成果を適宜公表
する。

　館の保存する特定歴史公文書等の内容等
について計画的な調査研究を行い、館の専
門的なレファレンス能力の向上につなげると
ともに、その成果を研究紀要「北の丸」に掲
載し、併せて各種広報誌、ホームページ等で
も積極的に公表し、利用者の利便性向上に
資する。

　館の保存する歴史公文書等の内容等につ
いて、計画的な調査研究を行い、館のレファ
レンス能力の向上につなげるとともに、その
成果を積極的に公表し、利用者の利便性向
上に資する。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

(4) (4)  　     

・ 年間の受講者数 ・ ・ 館が主催した研修の年間延べ受講者数は、公文書
管理研修が938名、アーカイブズ研修が196名であ
り、合計1,134名であった。
（第３章Ｐ８２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）58 （Ａ）43 （Ｄ委員）今後は、参加自治体数、これま
でのその延べ累計数、参加自治体の全
自治体数に占める割合等も、参考のた
めに示していただければ、評価がより確
かなものとなろう。

ⅰ) ⅰ) ・ アーカイブズ研修等の
開催状況

・ ・

・

・

アーカイブズ研修Ⅰを開催（25年9月2日～9月6日（5
日間））
内容：公文書管理法等関連法令、公文書の評価選
別、特定歴史公文書等の利用、地方公共団体の取
組に関する事例報告、グループ討論等
受講者数：101機関146名
アンケート回答率：85.6％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：86.4％
アーカイブズ研修Ⅱを開催（26年1月21日～1月23日
（3日間））
テーマ：「歴史公文書等の利用に係る審査について
（個人情報を中心に）」
受講者数：32機関37名
アンケート回答率：100％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：100％
アーカイブズ研修Ⅲを開催（前期：25年9月30日～10
月11日（2週間）、後期：11月11日～11月22日（2週
間））
内容：公文書館論、公文書資料論、資料管理論、資
料情報サービス論に関する講義、個別課題演習等
受講者数：9機関13名
アンケート回答率：100％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：94.1％（公文書管理研
修Ⅲ受講者の回答との合算）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ｂ Ａ （　）59 （  ）44 （Ｄ委員）１．(2)、ⅲ)に同じ。

・ 地域研修会を福岡共同公文書館と共催により開催
し、60名の受講があった。
（第３章Ｐ８４～８６に記述）

ⅱ) ⅱ) ・ 公文書管理研修等の開
催状況

・ ・

・

公文書管理研修Ⅰを年3回（各回1日間）開催
内容：公文書管理法及び公文書の移管・廃棄等に
関する講義
第1回（25年6月19日）
受講者数：116機関288名
アンケート回答率：89.2％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：90.3％
第2回（25年11月6日）
受講者数：91機関174名
アンケート回答率：86.2％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：96.7％
第3回（26年2月12日）
受講者数：73機関150名
アンケート回答率：91.3％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：94.2％
公文書管理研修Ⅱを年2回（各回4日間）開催
内容：公文書管理法関連法令、公文書等の管理、
評価選別、特定歴史公文書等の利用等に関する講
義、本館及びつくば分館見学等
第1回（25年7月9日～7月12日）
受講者数：73機関166名
アンケート回答率：81.3％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：87.4％
第2回（25年12月3日～12月6日）
受講者数：69機関156名
アンケート回答率：86.5％
「満足」「ほぼ満足」の回答率：94.1％

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）60 （Ａ）45

・

・

公文書管理研修Ⅲを開催（前期：25年9月30日～10
月11日（2週間）、後期：11月11日～11月22日（2週
間））
内容：アーカイブズ研修Ⅲの全部又は一部の科目を
受講
受講者数：4機関4名
府省等別公文書管理研修を府省等とそれぞれ共同
して開催し、9機関775名の受講があった。
（第３章Ｐ８３～８４に記述）

同上

　歴史公文書等の保存及び利用に関する研修
を、下記ⅰ）及びⅱ）のとおり実施する。
　なお、公文書管理研修について積極的に受講
者の受入れを行うとともに、アーカイブズ研修の
年間延べ受講者は180名程度を目標とする。

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

国立公文書館から説明等
を受け、分科会委員の協議
により判定する。

研修の実施その他の人材の養成に関する措置  研修の実施その他の人材の養成に関する措置

　国、地方公共団体等の文書の保存利用機
関の職員に対する体系的な研修を実施す
る。また、研修内容について平成22年度中に
検討を行い、平成23年度からその検討結果
を反映する。

　国の機関、地方公共団体等の文書の保存・
利用機関の職員を対象に、非現用文書管理
を中心とする研修としてアーカイブズ研修Ⅰ、
アーカイブズ研修Ⅱ、アーカイブズ研修Ⅲ、
地域研修会を実施する。

　公文書管理法施行後、行政機関及び独立
行政法人等の職員に対し、公文書管理の重
要性に関する意識啓発や、歴史公文書等の
適切な保存及び移管を確保するために必要
な知識及び技能を習得させ、及び向上させる
ための体系的かつ計画的な研修を実施す
る。このため、平成22年度中に具体的な研修
内容等について検討する。

　行政機関及び独立行政法人等の職員に対
し、公文書管理の重要性に関する意識啓発
や、歴史公文書等の適切な保存及び移管を
確保するために必要な知識及び技能を習得
させ、並びに向上させるための研修として、
公文書管理研修Ⅰ、公文書管理研修Ⅱ、公
文書管理研修Ⅲ、府省等別公文書管理研修
を実施する。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅲ) ⅲ) ・ アーキビスト養成の強
化方策に関する検討及
び実習生の受入れ等の
状況

・ ・

・

・

「公文書管理制度を支える人材養成等のためのプロ
ジェクトチーム（以下「PT」という。）」を2回開催し、平
成26年度の研修計画等について検討を行った。
その結果、「公文書管理研修Ⅰ」の実施時期、実施
回数の変更や「府省等別公文書管理研修」及び「地
域研修会」を講師派遣として整理することなどを決
定した。
アーキビスト養成の強化方策として、アーカイブズ研
修Ⅲにおいて、学習院大学大学院アーカイブズ学専
攻による講義等を実施し、引き続き、高等教育機関
と連携した取組を行った。
高等教育機関と連携した人材養成に係る取組とし
て、引き続き学習院大学大学院人文科学研究科
アーカイブズ学専攻等の講義へ職員を講師として派
遣した。
平成23年度より高等教育機関と連携した人材養成
に係る取組として、「独立行政法人国立公文書館実
習実施要領」に基づき、大学又は大学院の在籍者を
対象とする実習（インターンシップ）の受入を実施し
ている。平成25年度は、25年9月2日～9月13日（2週
間）実施し、2機関2名の参加があった。
（第３章Ｐ８６～８７に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）61 （Ａ）46

ⅳ) ⅳ) ・ 研修への講師派遣状況 ・ ・ (3)④ⅰ）のとおり。 Ａ A A A A Ａ A （Ａ）62 （Ａ）47

(5) (5)

① ①

ⅰ） ⅰ） ・ 協議状況 ・ ・ データベース構築作業の円滑な実施のため、必要
に応じて担当者間での連絡調整、意見交換を行って
いる。その一環として、アジア歴史資料整備担当者
会議（アジ歴と三機関で構成）を開催し、今後のデー
タ提供及び提供時期等について意見交換を行った。
これを踏まえて調整の結果、平成２６年度には、各
館から以下の資料画像数が提供されることになっ
た。
・国立公文書館：約４７万コマ
・外務省外交史料館：約１６万コマ
・防衛省防衛研究所：最大で約１０万コマ
なお、上記の提供予定数は今後の各館での作業の
進捗状況等により変動があり得る。
（第４章Ｐ９０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）63 （Ａ）48

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

アジア歴史資料データベースの構築

　 データベース構築に係る諮問委員会の提
言を踏まえ、国立公文書館、外務省外交史
料館、防衛省防衛研究所等と協議を行う。

　

　専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を
検討し、その結果を適切に業務に反映させ
る。また、関係機関と連携した専門職員養成
等に取り組む。

 アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報
提供

アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報
提供

　専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を
検討する。また、高等教育機関の講義への
職員の出講などを実施するとともに、高等教
育機関等から実習生を受け入れる。

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　国、地方公共団体その他外部の機関にお
いて行われる研修に対し、講師派遣等の支
援を行う。

　アジア歴史資料センター(以下「アジ歴」という。)
の当面の目標である約3,000万画像の整備を目
指し、平成25年度についても計画達成に向け事
業を引き続き展開する。また公開済みデータを遡
及して点検し、データベースの精度改善を図る。
　広範な利用者層のニーズに応えるため、「イン
ターネット特別展」等のコンテンツの拡充を図ると
共に、国内外の関係機関（文書館、図書館、博物
館、学校、研究機関、学協会等）との協力態勢を
強化する。

アジア歴史資料データベースの構築

　前期計画に引き続きデータベース構築業務
の効率化を図り、受入れ資料の１年以内の
公開を実施する。

　国、地方公共団体その他外部の機関にお
いて行われる研修に対し、講師派遣等の支
援を行う。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅱ) デジタル画像の受入れ
状況

・ ・ 3機関からの平成25年度分画像受入数は、国立公
文書館から約45万画像、外務省外交史料館から約
16万画像、防衛省防衛研究所から約42万画像、合
計約103万画像である。これらについては、１年以内
の公開に向けて作業中である。（第４章Ｐ８９に記
述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）64

・ 受け入れた画像の１年
以内の公開状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・ 100％以上
平成24年度中に受け入れた約210万画像は、平成
26年3月までにすべて所用の作業を終了し、提供か
ら１年以内に公開するという目標を達成した。
（第４章Ｐ８９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）65

・ 公開目標約2,800万画
像の達成状況

75％
以上
100％
未満

25％
以上
75％
未満

25％
未満

・ 100％以上
平成24年度提供分の約210万画像を公開したことで
年度末時点での公開画像数は約2810万画像となり
目標を達成した。
（第４章Ｐ８９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）66

ⅱ) ⅲ） ・ 既公開データの遡及点
検状況

・ ・ データベースの精度向上を図るため、目録データを
中心に813件の修正を行った。
また、ユーザーから終戦時の日本軍の部隊に関す
る問い合わせが多いことに鑑み、防衛研究所提供
の「部隊歴史」のうち６３８件について、従来の冒頭３
００字に加え、各資料に含まれるすべての部隊名お
よび通称号（暗号名）を目録データに追記する作業
を行った。
（第４章Ｐ９０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）67 （Ａ）50

　 　 　 ⅳ) ・ 検索精度向上に向けた
取組の実施状況

・ ・ 資料中に含まれる図や写真、および外国語で書か
れた文書を絞り込んで検索できる機能を実装した。
また、これらの検索機能を実装するため、既公開
データ中に含まれる図・写真・外国語の情報約3.5万
件を目視により抽出し目録データに登録した。
（第４章Ｐ８９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ｂ Ａ （　）68 （  ）51 （Ｄ委員）データ検証委員会（センター長
招集委員会）の開催実績（資料４－２）
がどのように位置づけられているのかが
不明であり、評価できない面が残る。

② ②
ⅰ)

ⅰ) ｱ 　琉球大学等関係機関とのリンクによる資
料提供機能の拡充を行う。

・ リンクによる資料提供機
能の拡充の状況

・ ・ 5月28日に、琉球大学附属図書館所蔵・公開資料
「宮良殿内文庫」全285件の情報提供を開始した。
これにより、アジ歴利用者は、同資料の検索・閲覧
が可能になった。
（第４章Ｐ９１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）69 （Ａ）52

ⅱ) ｲ 　利用者の動向、ニーズ等を把握するため
アンケート調査等を実施するとともに、次期
システムにおいて検討すべき課題の把握
を行う。

・ アンケート調査等の実
施及び課題の把握の状
況

・ ・ 平成２６年度３月に参加したAAS(アジア学会）の展
示ブースにて、海外のアジ歴利用者のニーズを把握
するため日本語および英語の質問紙調査を実施し
た。その結果、機関名、役職などの用語一覧から検
索できる「グロッサリー検索機能」の追加や目録情
報の精度向上などの意見が多かった。これらの調査
結果は今後の取組に反映させていく。
（第４章Ｐ１００～１０１に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）70 （Ａ）53 　

ⅱ)

ⅲ) ｱ ・ ・ ・ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）71 （Ａ）54

ⅳ)

Ａ

同上

同上

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上

大英図書館との共同制作による新規インターネット
特別展「描かれた日清戦争　～錦絵・年画と公文書
～」（The Sino-Japanese War of 1894-1895 ： as
seen in prints and archives）の日本語版及び英語版
の公開に向けた検討及びコンテンツ作成を行った。
なお、同特別展は、初の海外機関との連携事業であ
り、初の外部機関との連携によるコンテンツである。
（第４章Ｐ９６～９８に記述）

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

100％
以上

コンテンツ拡充の状況
　アジア歴史資料センターの理解促進

　
　利用者の利便性向上のための取組

　アジア歴史資料センター提供資料の充実を
図るため、国内の機関が保管するアジア歴
史資料について、その内容、所在の把握に
引き続き努める。

　多言語対応や検索手段の充実等をはじ
め、アジア歴史資料センターのホームページ
の改善を図る。

　国内外の利用者のニーズをよりよく反映し
た情報提供システムの改善を図る。

　前期計画に引き続き、計画的かつ効果的な
　利用者の拡充を図るため、インターネット上
の特別展を実施する。

　引き続きデータの精度を向上させるため、
既公開データの遡及点検を継続的に実施す
る。

　資料については、画像変換や目録作成等
を行い、平成24年度中に受け入れた全資料
の1年以内の公開を実施する。平成25年度の
受入分についても、受入れから１年以内の公
開を目指し、作業を進める。
　これらにより平成25年度には公開資料累計
約2,800万画像に達することを目標とする。

（Ａ）49同上

100％
以上

　ホームページ上のコンテンツ（インター
ネット特別展等）の充実を図る。

　辞書機能の充実により、検索精度の向上を
図る。

アジア歴史資料センターの利活用の推進 アジア歴史資料センターの利活用の推進

　 データベース構築計画に基づき、国立公文
書館については平成25年度に、外務省外交
史料館及び防衛省防衛研究所については平
成24年度にデジタル化された資料の提供を
受ける。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

ⅴ) ｲ 　関係機関の協力を得て、リーフレットの配
布、アジア歴史資料データベースの利用に
関するデモンストレーション等を実施する
ほか、各種会議、セミナー等に参加してア
ジ歴の紹介を行う。

・  リーフレット配布、デモ
ンストレーション等の実
施の状況

・ ・ 本年度は､特に企画立案等の業務上の利用が期待
される図書館、博物館の専門的職員を対象とした取
組を行った。
デモンストレーション、アジ歴紹介等
・図書館向け10回
・博物館向け9回
・公文書館等向け1回
合計20回
リーフレット配布
84,630部
ポスター配布
1,048枚
このほか、図書館関係者向けの大会等における展
示ブースの出展（3回）、海外における講演やブース
出展（6回）等を実施した。
（第４章Ｐ９３～９６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）72 （Ａ）55 （Ｄ委員）博物館・図書館との連携だけで
なく、広い意味でのアジア学等の拠点と
なっている高等教育機関等との連携をも
推進すべきではないか。

ⅵ) ｳ 　メールマガジン形式のニューズレターを
発行し、アジ歴の活動を発信する。

・ ニューズレターの配信
状況

・ ・ 日本語および英語によるアジ歴ニューズレターを4
回発行した。
① 第10号（5月）
② 第11号（8月）
③ 第12号（12月）
④ 第13号（平成26年3月）
なお、第１２号からは、広報効果の向上等を図るた
め、内容・デザインを刷新した。
（第４章Ｐ９８～９９に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）73 （Ａ）56

③

2 2

(1) (1) ・ 効率化、合理化等の見
直し状況

・ ・ 平成25年度計画に係る業務を執行する上で、課題
として把握したものについては積極的に取り組ん
だ。具体的には
①開閉館状況や展示会の開催状況を周知するため
の工夫
②館利用者の利便性向上のため展示会の開催期
間の増加、常設展を含めた展示スペースのリニュー
アル
③地方公共団体における公文書管理の現状を把握
するための地方の公文書館等との意見交換
④デジタル化に係る新たな取組
などである。
（第１章Ｐ２～３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）74 （Ａ）57

(2) (2) ・ 経費の削減の状況 ・ ・ 不断の事務・事業の見直しを着実に実行するととも
に、契約の適正化により経費の削減を図り、平成２５
年度における一般管理費（人件費を除く。）及び事業
費の総額（新規に追加又は拡充されるものを除く。）
は、対２４年度３２百万円、３．１％の削減となった。
（第２章Ｐ１１～１２に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）75 （Ａ）58

(3)

 

同上

 

同上

　事務事業の効率化、合理化について、不断の
見直し等を行う。

　業務運営の効率化に関する目標を達成するため
取るべき措置

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　平成23年度までに、これまでのデータベース
構築の実績や今後に向けた課題を洗い出した
上で、平成24年度以降のデータベース構築の
在り方について検討し、結論を得る。

 

同上

　一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総
額について、毎年度平均で前年度比２％以上を
削減する。

　中期計画を踏まえ、一般管理費（人件費を除
く。）及び事業費の総額（新規に追加又は拡充さ
れるものを除く。）の削減を図るため、事務処理の
効率化とより一層の経費の削減を図る。

　業務運営の効率化に関する目標を達成するため
取るべき措置

　関係諸国民の利用を容易にし、併せてアジ
ア近隣諸国等との相互理解の促進に資する
ため、国外の大学・研究機関との交流を行
う。

　学校教育等をはじめ、国内の大学や研究
機関との関係強化を図るため、セミナー、デ
モンストレーション等を効果的に行う。

　データベース構築の在り方についての検討

　公文書管理法に基づき、館に求められる役割や
業務に適切かつ効率的に対応するとともに、組
織・予算の肥大化を防ぐ観点から、公文書管理法
が施行されるまでに、既存の事務及び事業につ
いて、従来の業務フローや事務処理手順を洗い
出し、外部委託や賃金職員の活用等による一層
の効率化、合理化の視点を入れ、無駄がないか
徹底的な見直しを行う。

　簡素で効率的な政府を実現するための行政改
革の推進に関する法律（平成18年法律第47号）に
基づき、平成18年度以降５年間で平成17年度末
に対して５％以上の人員削減を行うこととし、平成
22年度に常勤職員２名の削減を行う。さらに、「経
済財政運営と構造改革に関する基本方針２００
６」（平成18年７月７日閣議決定）に基づき、国家
公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年
度まで継続する。
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

(4) (3) ・ 役職員給与の見直し状
況

・ ・ 平成２４年度に引き続き、国家公務員の例に準じ
て、役職員の給与の減額支給措置を実施した。
また、５５歳を超える職員の昇給抑制についても国
家公務員の例に準じて、規程等を改正するとともに
実施した。
さらに、退職給付の支給水準の引き下げについて
も、国家公務員の例に準じて、調整率を適用した。
（第２章Ｐ１２～１３に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）76 （Ａ）59

(5) (4) ・ 随意契約見直し等契約
の適正化のために講じ
た措置状況

・ ・ 随意契約の妥当性や一般競争入札（競争入札及び
企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含
まない。）への移行について見直すとともに、一般競
争入札等の参加要件緩和や公告期間の十分な確
保等により競争性の確保に努めた。また、契約監視
委員会において、その改善状況についてフォロー
アップを行った。
平成２５年度の随意契約の件数は８件（対前年度１
件減）であった。
（第２章P１４～１６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）77 （Ａ）60

(6) (5) ・ 最適化工程表に基づく
業務の実施状況及び報
告書の作成状況

・ ・  「業務・システム最適化指針（ガイドライン）」に従
い、6月28日に平成24年度「最適化計画実施状況報
告書」及び「最適化実施評価報告書」を作成、公表し
た。
（第２章Ｐ６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）78

・ アジ歴最適化計画に基
づく業務の実施状況及
び報告書の作成状況

・ ・  「業務・システム最適化指針（ガイドライン）」に従
い、6月28日に平成24年度「最適化計画実施状況報
告書」及び「最適化実施評価報告書」を作成、公表し
た。
（第２章Ｐ６に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）79

3 3

・ 予算、収支計画、資金
計画に対する実績額

・ ・ 年度計画に定める予算に対する決算において、主
に以下の理由により差額が生じている。
①収入における「事業収入」は、写しの交付等に係
る手数料収入の実績額の増である。
②支出における「公文書等保存利用経費」は、公文
書等のデジタル化による増、「アジア歴史資料情報
提供事業費」は入札による差額及び経費節減よる
減、「一般管理費」は、建物設備の改修にかかる経
費の増加等による増である。
（「平成２５年事業年度財務諸表」P２０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）80 （Ａ）62

4 4
・ 短期借入金の発生状況 ・ ・ 実績なし

（第２章P１５に記述）
― ― ― ― ― ― ―  ー 81  ー 63

5 5

6 6
・ 積立金の発生要因及び

処分の状況
・ ・ 目的積立金（通則法第４４条第３項積立金）なし

（参考）利益剰余金（通則法第４４条第１項積立金）
なし
（第２章P１５及び「平成２５事業年度財務諸表」P２に
記述）

― ― ― ― ― ― ―  ー 82  ー 64

Ａ （Ａ）61

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

 

　「国立公文書館デジタルアーカイブに関する業
務・システム最適化計画」（平成18年11月15日）を
実施するため、最適化工程表に基づき、デジタル
アーカイブの運用等を行うとともに、「業務・システ
ム最適化指針（ガイドライン）」に従い、最適化実
施状況報告書及び最適化実施評価報告書を作
成し、公表する。

 短期借入金の限度額

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

 重要な財産の処分等に関する計画

同上

　剰余金の使途 

 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資
金計画

同上

同上

同上

　また、「アジア歴史資料センター資料提供システ
ムに関する業務・システム最適化計画」 (平成22
年6月22日改定)等に基づき、最適化実施状況報
告書及び最適化実施評価報告書を作成し、公表
する。

　国に準じた給与の見直しに取り組む。　国家公務員の給与構造改革を踏まえ、目標水
準・目標期限を設定した給与水準の適正化を引
き続き図るとともに、検証結果や取組状況を館
ホームページも活用して公表する。

　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資
金計画

　別紙のとおり。
　なお、自己収入の増に引き続き取り組む。

　短期借入金の限度額は、１億円とし、運営費交付
金の資金の出入に時間差が生じた場合、不測の事
態が生じた場合等に充てるために用いるものとす
る。

　短期借入金の限度額は、１億円とし、運営費交付
金の資金の出入に時間差が生じた場合、不測の事
態が生じた場合等に充てるために用いるものとす
る。

　短期借入金の限度額

　平成19年12月に策定した「随意契約見直し計
画」を着実に実施するとともに、「独立行政法人の
契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11
月17日閣議決定）に基づき競争性のない随意契
約の見直しを更に徹底し、一般競争入札等（競争
入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随
意契約は含まない。）についても真に競争性が確
保されているか点検・検証することにより、契約の
適正化を推進する。

　その見込みはない。

　剰余金の使途

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

　平成19年12月に策定した「随意契約見直し計
画」を着実に実施するとともに、「独立行政法人の
契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11
月17日閣議決定）に基づき競争性のない随意契
約の見直しを更に徹底し、一般競争入札等（競争
入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随
意契約は含まない）についても真に競争性が確
保されているか点検・検証することにより、契約の
適正化を推進する。

　重要な財産の処分等に関する計画

　剰余金は、デジタルアーカイブ化の推進並びにア
ジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供
に係る業務に充てるものとする。

 剰余金は、デジタルアーカイブ化の推進並びにア
ジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供
に係る業務に充てるものとする。

　重要な財産等の処分等に関する計画の見込みは
ない。

　引き続き、「国立公文書館デジタルアーカイブに
関する業務・システム最適化計画」及び「アジア歴
史資料センター資料提供システムに関する業務・
システム最適化計画」に基づき、館業務の効率化
に取り組む。

　別紙のとおり。 
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指標 項目

項目Ｄ （記載事項）
自己
評価

実　　　　績

評　価　理　由A委
員

B委
員

C委
員

E委
員 指標

中期計画の各項目 
（２５年度計画の各項目）

指　　　　　標
Ａ Ｂ Ｃ

D委員

委員評価 分科会評価評　　価　　項　　目 評　　価　　基　　準

7 7

(1) (1)

 （注）金額については見込みである。

・ 施設整備の状況 ・ ・ つくば分館搬入口庇設置及びつくば分館書架増設
工事を実施した。
（第２章Ｐ５、１５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）83 （Ａ）65

(2) (2)

① ①     
・ 館の機能強化等に対処

するための人員配置及
び体制整備の取組状況

・ ・ 利用審査体制を充実・強化等し業務における専門
性を確保する観点から、公文書専門員（非常勤）か
ら常勤職員へ３名登用、また、保存、研修等業務対
応のため新たに公文書専門員を採用した。
（第２章Ｐ５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ （　）84 （Ｄ委員）１．(1)に同じ。

・ 研修への参加状況 ・ 同上　 ・ 公文書館の職員として必要な専門的知識等を習得
させることや、職務等の遂行に必須な知識等を習得
させることを目的に、延べ２４名の職員を研修に参
加させた。
（第２章Ｐ９～１０に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ B Ａ （  ）85 （Ｄ委員）「公文書管理法施行による新し
い環境の中では、多様で幅広い研修及
び研究の機会を設けること」が重要であ
ると指摘した（H24年度業務実績評価に
関する評価委員会指摘事項）が、数値
上、前年度実績を下まわっている。

②

(3) (3) 　 　　
・ 契約状況 ・ ・

・

・

・

・

・

電子公文書等の移管・保存・利用システムの賃貸借
平成２３年４月～平成２８年３月
アジア歴史資料センター資料提供シムテムの賃貸
借　平成２３年１０月～平成２８年９月
アジア歴史資料センター事務室の賃貸借
平成２３年９月～平成２８年９月
国立公文書館LANシステムの借入等
平成２４年５月～平成２９年７月
政府共通ネットワークの機器及び回線の賃貸借等
平成２５年１月～平成２９年３月
特定歴史公文書等の利用請求等に対する写しの交
付等に係る複写物作成業務
平成２５年４月～平成２７年４月
（第２章Ｐ１５に記述）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ （Ａ）86 （Ａ）67

※項目別評価表の自己評価は、独立行政法人が自ら定めた年度計画をどの程度執行したかについて自ら評価したものであり、評価委員会が業務実績評価を行う際の重要な判断材料となるものである。
※評価委員会は、独立行政法人が行った定量的な指標に基づく自己評価については、自己評価に誤りがないか、指標に基づき適切な自己評価をしているか等について調査・分析を行い、評価委員会として評価を行った。
※定性的な指標に基づく自己評価については、あくまで評価の際の参考とし、評価委員会において評価基準に基づき評価を行った。

Ｂ （  ）66

　また、職員を館及びその他機関が実施する研
修等に積極的に参加させ資質の向上を図る等
人材育成を進める。

国立公文書館から説明
等を受け、分科会委員の
協議により判定する。

同上
　中期目標期間を超える債務負担
　中期目標期間中の館業務を効率的に実施する
ために、次期中期目標期間にわたって契約を行う
ことがある。

　歴史公文書等の適切な保存及び利用に向け
て、業務の質の向上及び効率的遂行が図られ
るよう、公文書管理法の施行実績等を踏まえ、
必要な体制整備について検討を行う。

同上

　中期目標期間を超える債務負担

　人事に関する計画

　平成22年度末の常勤職員数は、期首の２名
減とする。
（参考１）
　１）期首の常勤職員数　４１人
　２）22年度末の常勤職員数　３９人
（参考２）
中期目標期間中の人件費　　総額
中期目標期間中の人件費総額見込み
２,０３４百万円
ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員給
与を除く。）並びに職員基本給、職員諸手当及
び超過勤務手当に相当する範囲の費用であ
る。

　方針　方針

平成25年度に取得・整備する施設・設備は次のと
おりである。

　施設・設備に関する計画

　中期目標期間中の館業務を効率的に実施する
ために締結した契約について、中期目標期間を
超える債務を負担する。

　公文書管理法及び国立公文書館法に基づく
館の機能強化及び業務の多様化に対処しつ
つ、一層効率的な業務運営を確保する観点か
ら、弾力的な組織の構築やこれに対応する必
要な人材を適切に確保するとともに効率的かつ
適正な人員配置を行う。

　人事に関する指標

  人事に関する計画

　施設・設備に関する計画

　その他内閣府令で定める業務運営に関する事項　その他内閣府令で定める業務運営に関する事項

                  平成22年度～     
 施設設備     平成24年度    財    源 
 の内容   （予定額（百万円）) 

 
 本館耐震      ６６０      施設整備 
 補強工事               費補助金 

          
 施設設備      予 定 額       財    源 
 の内容            （百万円） 
 
 つくば分館     ４６    施設整備 
 改修工事             費補助金 
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